
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和８年４月 

長野県後期高齢者医療広域連合 

  

次世代育成支援・女性活躍推進に関する 
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長野県後期高齢者医療広域連合 

次世代育成支援・女性活躍推進に関する特定事業主行動計画 

 

 

 

 長野県後期高齢者医療広域連合における次世代育成支援・女性活躍推進に関する特定事業

主行動計画は、長野県後期高齢者医療広域連合長、長野県後期高齢者医療広域連合議会議長、

長野県後期高齢者医療広域連合選挙管理委員会、長野県後期高齢者医療広域連合代表監査委

員が策定する特定事業主行動計画です。 

 「長野県後期高齢者医療広域連合 次世代育成支援・女性活躍推進に関する特定事業主行

動計画」（計画期間：令和３年度から令和７年度まで）の計画期間が令和８年３月 31日をも

って満了することに伴い、新たな「長野県後期高齢者医療広域連合 次世代育成支援・女性

活躍推進に関する特定事業主行動計画（令和８年度～令和 12年度）」を策定するものです。 

 

令和８年４月１日 

  

                    長野県後期高齢者医療広域連合長 

                    長野県後期高齢者医療広域連合議会議長 

                    長野県後期高齢者医療広域連合選挙管理委員会 

                    長野県後期高齢者医療広域連合代表監査委員 
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１ 計画の名称  

  長野県後期高齢者医療広域連合 次世代育成支援・女性活躍推進に関する特定事業主行

動計画（令和８年度～令和 12年度） 

 

２ 策定の趣旨  

  職員が仕事と子育て等を両立しながら能力を十分に発揮できる職場環境を整備すると

ともに、女性職員を含む多様な人材の活躍を推進するため、次世代育成支援対策推進法

及び女性活躍推進法に基づき本計画を策定するものです。 

 

３ 計画期間  

  令和８年４月１日から令和 13年３月 31日までとします。 

 

４ 計画の対象  

  本広域連合の事務局職員及び会計年度任用職員とします。 

  なお、議会事務局職員、監査委員事務局職員及び選挙管理委員会事務局職員は、いず

れも広域連合事務局職員と兼務していることから、各任命権者による独自の特定事業主

行動計画は策定せず、本計画によることとします。 

 

５ 推進体制  

  特定事業主行動計画推進委員会を設置し、本計画の策定・変更、本計画に基づく取組

の実施状況・数値目標の達成状況の点検・評価等について、協議を行うこととします。 

 

６ 目標及びその達成に向けた取組並びに実施時期  

 (1) 超過勤務について 

  ア 目 的 

    長時間勤務を縮減し、限られた時間の中で集中的、効率的に業務が行える職場環

境を整備し、仕事と生活の調和及び女性職員の活躍を推進します。 
  
  イ 数値目標 

目標１ 毎年度、職員の平均超過勤務時間を月 4.2時間以下にする。 

目標２ 毎年度、月に 20時間以上超過勤務を行う職員の割合を 6.1％以下にする。 
  
  ウ 実 績 
  
  （ア）目標１について 

     前計画における目標は、令和７年度までに、職員の平均超過勤務時間を月 5.5

時間以下としており、令和６年度における平均超過勤務時間は 3.18時間でした。 

     また、過去５年間の職員一人当たりの各月ごとの超過勤務時間の平均は 4.21

時間であり、目標を達成しました。 

     今後は、年度により業務量の増減があること、毎年度職員の入替えが発生する

こと及び過去５年間の実績を踏まえ、毎年度、職員の平均超過勤務時間を月 4.2
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時間以下にします。 
  

【過去５年間の職員一人当たりの各月ごとの超過勤務時間の平均】 

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 平均 

3.95時間 4.95時間 5.71時間 3.25時間 3.18時間 4.21時間 
  
 

  （イ）目標２について 

     前計画における目標は、令和７年度までに、月に 20時間以上超過勤務を行う職

員の割合を、令和２年度の実績（8.6％）より１割以上引き下げ、7.6％以下とし

ており、令和６年度における月 20時間以上超過勤務を行う職員の割合は 4.9％で

した。   

また、過去５年間の 20時間以上超過勤務を実施した職員の各月ごとの割合の平

均は 6.1％であり、目標を達成しました。 

     今後は、年度により業務量の増減があること、毎年度職員の入替えが発生する

こと及び過去５年間の実績を踏まえ、毎年度、月に 20時間以上超過勤務を行う職

員の割合を 6.1％以下にします。 
  
【過去５年間の 20時間以上超過勤務を実施した職員の各月ごとの割合の平均】 

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 平均 

4.3％ 6.8％ 9.6％ 4.9％ 4.9％ 6.1％ 
  
 

  エ 取組内容 

  （ア）所属長は、前年度における職員の超過勤務状況を把握し、必要に応じて事務分

担の見直しを行います。 
  
  （イ）所属長は、前月に 20時間以上超過勤務を実施した職員がいる場合は、職員の業

務スケジュールを把握し、適宜応援体制を組む等、特定の職員に超過勤務が偏ら

ないよう配慮します。 
  
  （ウ）総務課長は、職員の超過勤務状況を把握し、必要に応じて所属長に対し改善を

促します。 
  
  （エ）毎週水曜日と金曜日を定時退庁日に設定するとともに、所属長が各職員に早期

退庁を勧奨します。 

 

 (2) 年次休暇の取得について 

  ア 目 的 

    必要な時に休暇が取得できるよう、限られた時間の中で集中的、効率的に業務を

行うことができる職場環境を整備し、仕事と生活の調和及び女性職員の活躍を推進

します。 
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  イ 数値目標 

目標３ 毎年度、職員の年次休暇の平均取得日数を 14日以上にする。 
  
  ウ 実 績 

    前計画における目標は、令和７年度までに、職員の年次休暇の平均取得日数を年

12 日以上としており、令和６年度の職員の年次休暇の平均取得日数は 14.0 日でし

た。 

また、過去５年間の職員の年次休暇の平均取得日数の平均は 12.1日であり、目標

を達成しました。 

    今後は、本広域連合における令和６年度の実績及び令和５年の地方公務員の平均

取得日数が 14.0日であることを踏まえ、毎年度、職員の年次休暇の平均取得日数を

14日以上にします。 
  
【過去５年間の職員の年次休暇の平均取得日数の平均】 

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 平均 

11.8日 11.1日 10.4日 13.1日 14.0日 12.1日 
  
  エ 取組内容 

    所属長が、各職員へ徹底を図ります。 

 

 (3) 育児休業・出産関係休暇の取得について 

  ア 目 的 

    男性職員の家庭生活への関わりを強化するとともに、家事や育児をしながら活躍

できる職場環境を整備し、仕事と子育ての両立及び女性職員の活躍を推進します。 
  
  イ 数値目標 

目標４ 妊娠・出産報告があった場合、所属長が本人に育児休業に関する面談を行

う割合を 100%にする。 

目標５ 男性職員の配偶者出産休暇及び育児参加のための休暇取得対象者がいた場

合、取得割合を 100％にする。 
  
  ウ 実 績 

  （ア）育児休業 

     令和２年度から令和７年度までの間に対象となった職員はいましたが、取得実

績はありませんでした。 
  
  （イ）男性職員の配偶者出産休暇及び育児参加のための休暇の取得割合 

     前計画における目標は、令和７年度までに、制度が利用可能な男性職員の配偶

者出産休暇及び育児参加のための休暇の取得割合を 100％以上にすることとして

おり、令和６年度に対象となる職員はいましたが、休暇を取得せず、取得率は０％

でした。 

     今後は、男性職員の配偶者出産休暇及び育児参加のための休暇取得対象者がい

た場合は、取得割合を 100％にします。 
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  エ 取組内容 

  （ア）育児休業や出産、育児等に係る制度を周知します。 
  
  （イ）総務課長は、出産予定又は子が生まれた職員の所属長に対し、配偶者出産休暇

及び育児参加のための休暇を取得できるよう、休暇取得の配慮及び取得促進を依

頼します。 

 

 (4) ハラスメント等の対策について 

  ア 目 的 

    誰もが働きやすい職場環境とするため、全ての職員がハラスメントに対する関心

と理解を深め、ハラスメント等の防止に努めます。 
  
  イ 数値目標 

目標６ 毎年度 1回以上ハラスメントに関する研修を行う。 
  
  ウ 実 績 

    ハラスメントに関する相談窓口への相談状況について、相談の実績はありません。 
  
  エ 取組内容 

  （ア）ハラスメントに関する研修を開催します。 
  
  （イ）相談しやすい相談体制を整備します。 

 

 (5) 職員に占める女性職員の割合について 

  ア 目 的 

    多様で柔軟な発想による意思決定を促し、女性の活躍を推進します。 
  
  イ 数値目標 

目標７ 令和 12 年度までに管理的地位の職員における女性職員の割合を 40％以上

にする。 

目標８ 令和 12年度までに係長職員における女性職員の割合を 50％以上にする。 
  
  ウ 実 績 

  （ア）令和７年度末における本広域連合の管理的地位の職員の女性比率は０％です。 

今後は、国の第６次男女共同参画基本計画において、市町村職員の本庁課長相

当職を令和 12 年度末までに 24％にすることを成果目標としており、これを踏ま

え、令和 12 年度までに管理的地位の職員における女性職員の割合を 40％以上に

します。 

  （イ）令和７年度末における本広域連合の係長職員の女性比率は 25％です。 

今後は、国の第６次男女共同参画基本計画において、市町村職員の本庁係長相

当職を令和 12 年度末までに 40％にすることを成果目標としており、これを踏ま

え、令和 12年度までに係長職員における女性職員の割合を 50％以上にします。 
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【令和７年度末の役職区分、職員数、男女数及び女性比率】 

役職区分 職員総数 男性数 女性数 女性比率 

管理的地位の職員 ５人 ５人 ０人 ０％ 

係長職員 ８人 ６人 ２人 25％ 

一般職員 18人 11人 ７人 39％ 

会計年度任用職員 ６人 １人 ５人 83％ 

職員合計 37人 23人 14人 38％ 
  
 エ 取組内容 

   広域連合の常勤職員は、主に県、市、町村及び関係団体からの派遣職員で構成され

ており、最終的な人選決定は派遣元自治体及び団体に委ねられていますが、派遣依頼

の際に、必要に応じ女性職員の派遣を要望します。 

 

７ 進捗管理・公表  

 (1) 毎年度、目標指標の実績を集計し、進捗を点検します。 
  
 (2) 課題がある場合は、原因分析の上、取組の追加・見直しを行います。 
  
 (3) 本計画及び実施状況を広域連合ホームページで公表します。 


